（様式第1号）

現地説明会参加申込書

令和　　年　　月　　日

（あて先）四国中央市長

団　体　名
所　在　地
担当者氏名
所属・職名
電話番号
ＦＡＸ　　
E-mail　　


四国中央市土居総合体育館等の指定管理者公募に係る現地の状況等についての説明会への参加を下記の通り申し込みます。

	団　体　名
	

	
参加者氏名
	

	
	

	
	




※受付期間内に電子メールにて事務局まで提出して下さい。
※電子メールを提出される際は、必ず電話で着信を確認してください。



（様式第2-1号）

募集要項等に対する質問書

令和　　年　　月　　日

（あて先）四国中央市長

団　体　名
所　在　地
担当者氏名
所属・職名
電話番号
ＦＡＸ　　
E-mail　　


四国中央市土居総合体育館等の指定管理者公募に係る募集要項等に関しての次の質問がありますので提出します。
	質問書枚数
	　　　　　枚中　　　　　　枚目
	
	

	資　料　名
	
	ページ
	

	項　目　名
	
	
	

	　質問内容











※質問は、本様式１枚につき１問とし、簡潔にまとめて記載してください。
※受付期間内に電子メールにて事務局まで提出して下さい。
※電子メールを提出される際は、必ず電話で着信を確認してください。
※電話など口頭による質問には一切受付、回答いたしません。
（様式第2-2号）質問と回答一覧例
四国中央市土居総合体育館等指定管理者募集要項等に関する質問と回答一覧


	番号
	資料の種類
	ページ項目
	質問内容
	回答

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	



（様式第３号）

指定管理者指定申請書

令和　　年　　月　　日

（あて先）四国中央市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
所在地
名称及び代表者の氏名
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　印



下記の公の施設について指定管理者の指定を受けたいので、条例第３条の規定により関係書類を添えて申請します。


記

１　指定を受けようとする公の施設の名称　　　四国中央市土居総合体育館等



（様式第７号）

欠格事項に該当しない旨の宣誓書

令和　　年　　月　　日

（あて先）四国中央市長

所　在　地
団　体　名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印


四国中央市土居総合体育館等の指定管理者指定申請にあたって、申請日現在において、下記の欠格事項に該当しないことを誓約します。

記

ア　１年以内に地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消を受けたものであること
イ　地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、本市における入札参加を制限されていること
ウ　本市から指名停止措置を受けていること
エ　法人税、法人市民税、消費税、地方消費税等の租税または労働保険料を滞納していること
オ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）またはその構成員の統制下にある団体であること
カ　会社更生法・民事再生法による更正・再生の手続中であること
キ　選定委員が、応募しようとする団体の経営または運営に直接関与していること
ク　２年内に労働基準監督署から是正勧告をうけていていること（仮に受けている場合には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みでないこと）

（様式８号）

有　資　格　者　名　簿

	資格名
	氏名
	生年月日
	免許等
	経験年数

	
	
	
	登録等番号
	取得年月日
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（様式第９号）

共同事業体の結成に関する申請書

令和　　年　　月　　日

（あて先）四国中央市長

【代表団体】
所　在　地
団　体　名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印


指定管理者の指定申請に際して、当団体を代表とし以下の団体を構成団体とする共同事業体を結成いたします。

【構成団体】
所　在　地
団　体　名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

所　在　地
団　体　名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印

所　在　地
団　体　名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印




※欄の数は適宜追加・削除してください。
（様式第10号）
共同事業体連絡先一覧

	【代表団体】：主な役割

	
	団体名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	担当者　氏名
	

	
	　　　　所属
	

	
	　　　　住所
	

	
	　　　　電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	　　　　電子メール
	

	

	【構成団体】：主な役割

	
	団体名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	担当者　氏名
	

	
	　　　　所属
	

	
	　　　　住所
	

	
	　　　　電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	　　　　電子メール
	

	

	【構成団体】：主な役割

	
	団体名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	担当者　氏名
	

	
	　　　　所属
	

	
	　　　　住所
	

	
	　　　　電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	　　　　電子メール
	

	

	【構成団体】：主な役割

	
	団体名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	担当者　氏名
	

	
	　　　　所属
	

	
	　　　　住所
	

	
	　　　　電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	　　　　電子メール
	


※欄の数は適宜追加・削除してください。
共同事業体の取り扱いについて
　
　公の施設の管理運営について、民間企業等が有するノウハウを活用し、指定管理者制度の目的を達成するためには、単一の団体だけでなく、それぞれの特性を活かすことができる構成団体が、共同して管理運営に携わり、構成団体が得意とする分野で、その効果を最大限発揮することで、より利用者の満足度を高めることが可能となることから、共同事業体を指定管理者として選定できるものとする。また、下記の内容を担保するため、あらかじめ構成団体間で協定書を締結させることとし、指定管理者の指定の申請時に市へ提出を求めることとする。

（１）構成団体数及び組合せ
　共同事業体の構成は、構成団体相互の利害関係の複雑化、協調の困難性を避け、運営上の責任の明確化を図るため、構成団体は可能な限り小数であることとし、業務の専門性を考慮することとする。また、構成団体数は当該施設の規模等を考慮の上、指定管理者制度を導入しようとする公の施設の所管課が定めるものとし、構成団体の組合せは個人以外の法人及び団体等による任意の組合せとする。
（２）業務形態
　構成団体は、それぞれの優れた技術力及び人的・物的能力を結集して、各々受持つ業務内容を基にしてあらかじめ定めた出資の割合に応じて資金、人員、器械等を拠出して管理運営業務を共同で履行するものとする。構成団体の出資比率の最小限度については指定管理者制度を導入しようとする所管課において定めるものとする。
（３）代表者の設置と構成団体の業務分担の明確化
　共同事業体が円滑に運用されるために、共同事業体協定書において代表者を設け、共同事業体を代表して対外的な折衝にあたるほか、施設の管理運営に係る主導的な役割を担う等、重要な権限と義務を担保させることとする。また、構成団体に施設の管理を行わせる上でのそれぞれの役割や業務分担等の明確化を行わせることとする。
　　※共同事業体による応募を認める場合の申請要件については、以下の標準例を参考に、指定管理者制度を導入しようとする公の施設の所管課において定めてください。
【募集要項に記載する共同事業体に関する標準的な要件例】
①共同事業体の適当な名称を設定のうえ代表となる法人等を選定してください。
なお、代表法人等及び構成団体の変更は原則として認めません。
②当該共同事業体の構成団体は参加資格の全ての要件を満たす必要があります。また、別の共同事業体の構成団体となり又は単独で申請することはできません。
③共同事業体の構成団体の数は2者又は3者とします。
④共同事業体の構成団体の出資比率の最小限度については、構成団体が2者の場合は当該共同事業体の総出資比率の10分の3以上、3者の場合は10分の2以上とします。
⑤申請書類等の○から○までの書類については、構成団体ごとに提出してください。
（様式11号）

四国中央市土居総合体育館指定管理業務共同事業体協定書

（目的）
第1条 当共同事業体は、「四国中央市土居総合体育館（以下「当該施設」という。）の管理運営
業務（以下「当該業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第2条 当共同事業体は、○○○○共同事業体（以下「事業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第3条 当事業体は、事務所を○○○○に置く。
（設立の時期及び解散の時期）
第4条 当事業体は、　　年　　月　　日に設立し、当該業務の指定管理期間が終了し、共同事業体の精算が行われる日までは解散することができない。
2 当該業務の指定管理者の指定を受けられなかったときは、当事業体は、前項の規定にかかわらず、四国中央市議会において指定管理者の指定の議決がなされた日に解散するものとする。
（構成員の所在地及び名称）
第5条 当事業体の構成員は、次のとおりとする。

	構成員	所在地
		商号又は名称
		代表者

	構成員	所在地
		商号又は名称
		代表者

（代表者の名称）
第6条 当事業体は、○○○○を代表者とする。
（代表者の権限）
第7条 当事業体の代表者は、当該業務の履行に関し、当事業体を代表して、四国中央市と折衝する権限、指定管理者申請関係書類の提出、四国中央市長と当該業務に係る協定書の締結、当該業務に係る指定管理料の請求及び受領、当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資割合）
第8条 各構成員の出資割合は、次のとおりとする。ただし、当該業務について四国中央市と協定内容の変更増減があっても、構成員の出資割合は変わらないものとする。
	代表構成員　　　　　　　　　　　　　　　％
	構成員　　　　　　　　　　　　　　　　　％
2 金銭以外のものによる出資については、時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。
（構成員の責任）
第9条 各構成員は当該業務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第10条 当事業体の取引金融機関は、○○○○とし、代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第11条 当事業体は、当該業務の指定管理期間が終了したとき、決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第12条 決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規程する出資割合により構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第13条 決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規程する出資の割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第14条 本協定に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
（業務履行途中における構成員の脱退に対する措置）
第15条 構成員は四国中央市及び構成員全員の承認がなければ、当事業体が当該施設を管理運営する期間が満了する日まで脱退することができない。
2 構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、四国中央市の承認がある場合に限り残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する。
3 第1項の規程により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資割合を、残存構成員が有している割合により分割し、これを第8条に規定する割合に加えた割合とする。
4 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
5 決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第16条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合には、前条第2項から第5項までを準用するものとする。
（解散後のかし担保責任）
第17条 当事業体が解散した後においても、当該業務につきかしがあったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第18条 この協定書に定めのない事項については、構成員全員が協議し決定する。

　○○○○外○社は、上記のとおり○○○○共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書を○通作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。

　　令和　　年　　月　　日

				所在地
				商号又は名称
				代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


				所在地
				商号又は名称
				代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



（様式第12号）

応募辞退届

令和　　年　　月　　日

（あて先）四国中央市長

所　在　地
団　体　名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印


令和○○年○月○○日に公告された「四国中央市土居総合体育館等指定管理者公募」に対して、必要書類を添えて応募しましたが、辞退します。




